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要  旨 

 
2主要な多国籍企業では、海外に多くの拠点を持ち、国内の活動規模を超える生産・販売活

動が海外で行われていることが多い。このため、親会社だけでなく、海外のグループ企業も

含めたグローバルなパフォーマンスを評価しなければ、真の企業パフォーマンスを測定する

ことは難しい。このような問題意識のもと、本稿では、「企業活動基本調査」と「海外事業

活動基本調査」の個票データを親会社レベルで接続したデータを利用して、日本の製造業の

多国籍企業について、親会社と海外現地法人の生産性の比較分析を行った。 

 産業別の産出と投入に関する購買力平価（PPP）を利用し、日本の親会社と主要国の現地

法人との付加価値労働生産性水準を比較した。その結果、製造業平均でみると、在米国、在

台湾現地法人では 2000 年代初頭にすでに日本の親会社を上回る生産性を達成しており、在

韓国現地法人も 2008 年時点には日本の親会社の生産性水準に到達していた。在中国現地法

人の生産性は、まだ格段に低い水準にあるものの、1996 年の時点と比べて、徐々に親会社

にキャッチアップしている。さらに、回帰分析から、親会社の生産性が高いほど現地法人の

生産性も高く、また親会社と比較した生産性水準が低い現地法人ほど生産性のキャッチアッ

プも速いことが示された。この結果から、親会社がより高い生産性を実現すれば、現地法人

もその水準にキャッチアップしていく可能性が高く、結果的に多国籍企業全体の生産性も向

上していくことが示唆される。 

 

キーワード：多国籍企業、生産性、国際比較、キャッチアップ、産業別 PPP 

JEL classification: D24、F23、O57 
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1．はじめに 

 

 多国籍企業は、世界の複数の国で事業活動を行い、企業会計においても国内外のグルー

プ企業を含めた連結決算で評価することが一般的となっている。日本の主要な多国籍企業

では海外での売上や事業活動の割合が高くなっており、各企業の意思決定においても、親

会社の利潤最大化のみならず、世界全体の利潤最大化に基づいた意思決定が行われている

ものと考えられる。つまり、各企業のパフォーマンスを評価するには、日本の親会社だけ

でなく、海外のグループ企業も含めたグローバルなパフォーマンスを評価しなければ、真

の企業パフォーマンスを測定することは難しい。 

また、円高基調も継続していることから、生産活動のさらなる海外移転を検討している

企業も多いが、海外へのシフトは企業グループ全体のパフォーマンス向上に結びつくのか、

国内に比べて海外でのパフォーマンスはどの程度の水準であるのか、また、海外子会社の

パフォーマンスが国内親会社にキャッチアップしているのかなど、解明されていない疑問

も多い。一方で、多国籍企業を受け入れるホスト国側の視点から考えると、親会社と現地

法人とのパフォーマンスの差や現地法人の親会社へのキャッチアップなどは、多国籍企業

本社からの技術移転という観点からも関心が高い。特に、先進国企業を受け入れる発展途

上国にとっては、工業化の過程における外資導入政策の是非を議論する上での重要な論点

である。 

しかし、多国籍企業のグローバルなパフォーマンスを評価するために必要なデータを入

手することは、実はあまり簡単ではない。一つの方法として、連結ベースの財務諸表等を

利用する可能性が考えられるが、財務諸表では、海外連結子会社の詳細な情報が入手でき

ない場合が多く、おおまかな地域別の売上高程度しか把握することができない。一方、日

本を含むいくつかの先進国（米国やスウェーデンなど）では、自国の多国籍企業に対し、

海外現地法人の詳細な情報を調査しており、このようなデータと自国の親会社データとを

接続して、多国籍企業の海外活動と国内活動との関係などを分析することが可能である。

実際、このようなデータを利用してさまざまな実証研究がこれまでに蓄積されており、多

国籍企業の活動についての詳細が明らかにされてきた。 

たとえば、海外現地法人の雇用と国内雇用との関係、海外での投資と国内投資との関係、

海外生産と国内からの輸出との関係などの面で、多くの研究結果が蓄積されてきた 1

                                                   
1 たとえば、多国籍企業の海外活動と投資母国での活動との関係に関する初期の研究については、

Lipsey (1994) などにまとめられている。米国、スウェーデン、日本などでは、親会社と海外子

会社の個票データを接続したデータセットを利用した実証分析が蓄積してきており、初期の研究

としては、Lispey and Weiss (1984)や Swedenborg (1985)などがある。Brainard and Riker (1997) や
Riker and Brainard (1997) は米国系多国籍企業の海外での雇用と国内での雇用が負の関係にある

傾向を見出しているが、より近年の研究では、多国籍企業の国内外での活動が補完的であるとい

う実証結果が多くなっている。たとえば、Desai et al. (2009) は米国系多国籍企業の海外と本国で

の雇用や投資の関係などを分析し、両者が補完的であることを示している。日本については、た

とえば、Yamashita and Fukao (2010) が海外での生産拡大が親会社の雇用を減らすという結果で

。しか
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し、国内外のパフォーマンスの水準を比較しようとすると、さまざまな問題に直面するこ

とになり、国際的に比較可能な数量分析は非常に難しい。つまり、企業パフォーマンスを

経済学的に評価する場合、企業の生産性を計測することが一般的に行われるが、入手可能

なデータは、産出額（売上金額）やそこから原材料の投入など（仕入れ金額）を差し引い

た付加価値額であり、産出量や数量ベースの付加価値を入手することはほぼ不可能である。

そのため、国際的に比較するには、通貨ベースを統一する必要があるが、名目の為替レー

トで変換した金額が、財の実質的な価値を正しく表すのかどうかが疑問である。国際比較

可能な生産性指標を算出するためには、産出額と投入額とをそれぞれ購買力平価（PPP）を

使用して変換する必要がある。しかし、世界各国について入手可能なPPPは、一国全体の支

出ベースのPPPであり、各国の各産業の産出と投入を国際的に比較可能とするようなPPPは

ごく一部の国しか推計されていない。 

これらの理由から、生産性水準を厳密に国際比較すること自体が非常に困難であり、こ

れまでほとんど研究されてこなかった。国際間の生産性をマクロレベルもしくはミクロレ

ベルで比較する実証研究は存在するものの、それらは生産性「成長率」を比較分析するも

のであり、「水準」を国際比較する研究はほとんど存在しなかった。しかし、2000 年代後半

に、EUKLEMSによるICOP (International Comparison of Outputs and Productivity) プロジェク

トと独立行政法人経済産業研究所（RIETI）による環太平洋諸国の生産性比較（International 

Comparison of Productivity among Pan-Pacific Countries; ICPA）プロジェクトの成果として、欧

州諸国と米国、カナダ、日本、韓国、中国、台湾について、産業別のPPPデータが利用可能

となった。そして近年、生産性水準の国際比較を試みる研究がいくつか提出され、国際的

な生産性水準の格差や国境を越えたキャッチアップなどを数量的に分析する道筋が開かれ

つつある 2

本稿の構成は以下のとおりである。まず、次節では、多国籍企業の親会社と海外子会社

の活動の関係や、生産性水準の国際比較に関連する先行研究を整理する。第 3 節では、本

稿の分析に用いたデータと、国際比較可能な生産性水準の計測方法を説明する。そして、

記述統計量などから、日本の多国籍企業の国内外での生産性推移を概観する。第 4 節では、

海外子会社の生産性が親会社の生産性にキャッチアップしているのかどうかを検証し、そ

の決定要因を分析する。最後に第 5 節でまとめと今後の課題を述べる。 

。そこで本稿では、これら諸国の産業別PPPと、日本の多国籍企業の親会社と海

外現地法人のデータを利用して、多国籍企業のグローバルな生産性の推移と親子間の生産

性水準の差を分析する。 

 

 

2．多国籍企業の親会社と海外子会社の事業活動：先行研究からの知見 

                                                                                                                                                     
はなく、むしろ増加させる傾向があることを見出している。 
2 次節で詳述するように、産業レベルの研究として Inklaar and Timmer (2008)、企業レベルの研究

として Ito et al. (2008)、Fukao et al. (2011)、Bellone et al. (2013)などがある。 
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前節でも述べたように、データの制約等もあり、本研究のように国内外の生産性水準を

比較した先行研究は少ない。企業レベルのデータを利用して多国籍企業の親会社と海外現

地法人のパフォーマンスを分析した先行研究としては、Urata and Kawai (2000)、Belderbos et 

al. (2008)、Ito and Fukao (2010) などがあるが、これらは、国内外の生産性水準を厳密に比

較分析したものではない。 

厳密な国際比較とはいえないものの、Urata and Kawai (2000) は、日系多国籍企業の親会

社と海外現地法人との全要素生産性（TFP）水準の差を計測し、多国籍企業内での技術移転

を分析した先行研究として興味深い結果を提出している。彼らは、親会社の生産性水準に

対する現地法人の相対的な生産性が高いほど親会社から海外現地法人への技術移転が進ん

でいると想定して、技術移転の決定要因を分析している。1993 年のクロスセクション・デ

ータで分析しているが、操業年数が長い現地法人、また、日本からの派遣従業者の割合が

高いなど人事関係や、出資比率、資本財調達などの面で日本の親会社への依存度が高い現

地法人で、生産性が高い傾向を見出している。また、ホスト国の教育水準や直接投資の自

由化度合いなども現地法人への技術移転を促す要因となることも見出している。このよう

に、いくつかの興味深い結果を提示しているものの、Urata and Kawai (2000) での TFP の計

測は、名目の為替レートで円表示された金額を用いており、各国の価格水準の差を反映し

ていない。また、労働分配率と資本分配率は、日本とホスト国との分配率の平均値をとっ

ており、企業レベルの分配率の差は考慮されていない。こうした計測上の問題が指摘され

る上、クロスセクション分析であり、親会社と現地法人との間の生産性格差について、時

間を通じた変化を分析するには至っていない。 

Belderbos et al. (2008) は、「海外事業活動基本調査」パネルデータ（1996－1997 年と、1999

－2000 年）を利用し、日系海外現地法人の付加価値労働生産性を計測している。彼らは、

現地法人の生産性成長率を分析しているものの、現地法人のみのデータを用いており、親

会社のデータとの接続は行っていない。そのため、親会社の生産性水準との比較は行って

おらず、親会社へのライセンシングとロイヤルティ支払いを技術移転変数とみなして、親

会社からの技術移転と現地法人の生産性成長率との関係を分析している。その結果、現地

法人自身が研究開発を活発に行っているほど、親会社からの技術移転が多いほど、現地法

人の生産性成長率は高いと結論づけている。親会社からの技術輸入と現地法人自身の研究

開発活動が補完的であることも見出している点で興味深い先行研究であるが、生産性水準

については分析されておらず、また、2 時点間の生産性成長率のみを分析対象としており、

生産性推移については分析されていない。労働生産性の計測については、世界銀行の World 

Development Indicators の GDP デフレータを用いて、付加価値を 1999 年価格に実質化してい

るが、為替レートは「海外事業活動基本調査」で指定された、円と現地通貨との名目為替

レートを利用している。つまり、各国の価格水準の差は考慮されていないことになる。 

その他の先行研究として、Sakakibara and Yamawaki (2008) や Ito and Fukao (2010) などが挙
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げられるが、海外現地法人の利益率の決定要因を分析しており、生産性を分析しているも

のではない。両者ともに、現地法人の利益率の決定要因は地域によってかなり異なること

を示しており、現地法人の設立目的や機能（現地市場向け販売中心であるか、または生産

基地としての現地法人であるか、など）によって、利益率の決定要因も異なることが示唆

される。 

海外現地法人のデータを収集している米国やスウェーデンについては、前節の脚注 1 でも

触れたように、多国籍企業の国内外の活動について、貿易や雇用、投資などのさまざまな

面から数多くの実証研究が提出されている。しかし、生産性について厳密に計測し分析し

たものは、筆者の知る限りにおいては存在しない。 

 一方、生産性水準の国際比較については、前述のEU KLEMSプロジェクトにおいて、欧米

諸国と日本について、産業別の分析が行われている（Inklaar and Timmer 2008）。産業別の投

入・産出のPPPを用いて、付加価値労働生産性やTFPの水準を国際比較しており、この結果

によると、日本の労働生産性水準（時間あたり付加価値）やTFP水準はマクロレベルでみて

米国の 5 割程度である（2005 年時点）。製造業ではもう少し生産性水準が高くなるものの、

米国の 6～7 割という水準である 3

また、国際的にみた、企業レベルの生産性水準を考慮した先行研究として、Bartelsman et 

al. (2008)、Ito et al. (2008)、Fukao et al. (2011)、Bellone et al. (2013) などがある。Bartelsman et 

al. (2008) は英国企業の生産性成長率について、国内のフロンティア企業へのキャッチアッ

プと世界のフロンティア企業へのキャッチアップという視点から分析している。前述の EU 

KLEMS の PPP を利用して、欧米主要国の企業レベルの生産性水準の分布を比較し、各産業

の世界のフロンティア生産性水準を規定している。彼らの分析によれば、多くの産業で米

国企業が世界のフロンティア生産性水準となっており、英国企業の生産性水準はフロンテ

ィアと比較してかなり低いという。また、世界フロンティアへのキャッチアップよりも国

内フロンティアへのキャッチアップの方が強い傾向がみられるが、技術水準の高い企業ほ

ど世界フロンティアへのキャッチアップが強いという結果を得ている。 

。 

Ito et al. (2008)と Fukao et al. (2011) は、前述の RIETI による ICPA プロジェクトにおいて

計測された産業別 PPP を利用して、日本、韓国、中国の上場企業（後者は台湾の上場企業

も含む）の生産性水準の推移を比較し、フロンティア企業へのキャッチアップを分析して

いる。ほとんどの製造業業種において、日本企業の平均的な TFP 水準は他国の平均的な水

準を上回るものの、日本の生産性水準へのキャッチアップが確認された。 

Bellone et al. (2013) は、EU KLEMS の PPP を利用し、日本とフランスの企業データを利

用して、日仏企業の生産性水準を比較している。彼らの分析結果によると、輸出企業にお

いては、日仏企業間の生産性水準格差が大きい傾向がみられる。つまり、日本の輸出企業

                                                   
3 Aghion et al. (2009)は、米国の産業の生産性水準を世界のフロンティアの生産性水準と想定し、

各産業の米国の生産性水準からの乖離を、フロンティアからの距離と定義して分析に用いている。

ただし、彼らの生産性水準は、EU KLEMS のような産業別 PPP を用いて計測されたものではな

いと思われる。 
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の方がフランスの輸出企業よりも生産性水準が高い傾向がある。このことは、日本企業の

ほうがより高い輸出費用に直面していることを示唆する、と解釈している。 

このように、EU KLEMS や RIETI の ICPA プロジェクトなどで計測された産業別 PPP を

用いて、生産性水準を企業レベルで国際比較する試みが進展している。一方で、多国籍企

業の国内外の生産性については、その水準の厳密な国際比較は行われていない上に、日系

多国籍企業以外については、生産性成長率すら十分に分析されていない状況である。本稿

の以下の分析では、産業別 PPP を用いて、多国籍企業内における親企業と海外現地法人の

生産性格差を計測し、そのキャッチアップの現状と決定要因を検証する。 

 

 

3．データの説明と記述統計 

 

3.1 利用するデータ 

本稿の分析で用いるデータは、経済産業省の「海外企業活動基本調査」を海外現地法人

レベルでパネル化したデータを、経済産業省の「企業活動基本調査」に収録されている本

社企業レベルで名寄せし、海外現地法人データに本社企業データを接続したパネルデータ

である。1995 年度実績データから 2009 年度実績データまでの年次データである 4

 「企業活動基本調査」は、従業者数 50 人以上、かつ資本金 3000 万円以上の企業が調査

対象となっている。各年 2 万社を超える企業が回答しているが、うち約半数が製造業企業

であり、非製造業企業の多くが卸売・小売業、情報サービス業に分類される企業である。

一方、「海外事業活動基本調査」は、毎年 3 月末時点で海外に現地法人を有する日本国内の

企業（金融・保険業、不動産業を除く）を調査対象としている。ここで、海外現地法人と

は、海外子会社と海外孫会社を総称していう。海外子会社とは、日本側出資比率が 10％以

上の外国法人をいい、海外孫会社とは、日本側出資比率が 50％超の海外子会社が 50％超の

出資を行っている外国法人をいう。「企業活動基本調査」は回答が義務付けられた指定統計

であり、おおむね 85 パーセントを超える回答率であるが、「海外事業活動基本調査」は 70

パーセント程度の回答率である。「海外事業活動基本調査」への回答企業数は、年々増加し

ており、1998 年時点では親会社レベルで約 2000 社強であったが、2010 年時点では約 4500

社が回答している（うち 3 分の 2 程度が製造業企業）。これら親会社が海外に所有する現地

法人は、1998 年時点では約 1 万 3000 社であったが、2010 年時点では約 2 万社が回答して

いる（うち半数近くが製造業に分類される現地法人である）。「海外事業活動基本調査」に

回答している親会社のうち、「企業活動基本調査」にも回答している企業数は、1995～2009

。 

                                                   
4 本稿で用いた、経済産業省の「企業活動基本調査」と「海外事業活動基本調査」の個票データ

は、RIETI の「東アジア企業生産性」プロジェクトの一環で入手した。「企業活動基本調査」に

回答している日系多国籍企業の親会社データと「海外事業活動基本調査」に回答している現地法

人データを接続するには、両調査の企業 ID コードの対応表が必要であるが、RIETI によって作

成された企業 ID コード対応表を利用した。 
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年の期間で、約 1,000 社から 2,000 社近くに増えている。そして、これらの親会社によって

所有される海外現地法人は、同期間に約 7,000 社から約 13,000 社に増加している。つまり、

「海外事業活動基本調査」に回答している本社企業の過半が「企業活動基本調査」にも回

答しており、また、「海外事業活動基本調査」で捕捉されている海外現地法人の過半が「企

業活動基本調査」に回答している本社企業の海外法人である。 

 

3.2 国際比較可能な生産性水準の計測 

日、中、韓、米、欧州主要国については、上述の EUKLEMS による ICOP プロジェクト

と RIETI による ICPA プロジェクトで作成された PPP を利用して、国際比較可能な生産性水

準を計測する。計測の手順は以下のとおりである。 

まず、各国法人の財務データは、各決算年における各国通貨と円との名目為替レートを

用いて、円ベースで報告されている。そこで、円ベースの名目額を各国通貨ベースの名目

額に変換する。次に、各国法人の売上高と中間投入額（ともに各国通貨ベースの名目値）

をそれぞれ、各国の産業別の産出デフレータと中間投入デフレータで実質化し、各国通貨

ベースの 1997 年価格表示に変換する。各国の産業別産出デフレータと中間投入デフレータ

は、World Input-Output Database (WIOD) プロジェクトで作成され、ウェブサイト上で公開

されているデフレータを利用する。 

最後に、各国通貨ベースで 1997 年価格表示されている各法人の売上高と中間投入額を、

PPPを用いて国際比較可能なドルベースに変換する。EUKLEMSによるICOP プロジェクト

では、欧州の 25 カ国と、米国、カナダ、日本、韓国、オーストラリアについて、1997 年の

33 の産業別に産出と中間投入のPPP（現地通貨／米ドル）を作成して公表している。一方、

RIETIによるICPAプロジェクトでは、日本、韓国、中国、台湾について、ICOPと同じ 33 産

業について、産出と中間投入のPPP（現地通貨／米ドル）を作成している。そこで、韓国、

中国、台湾についてはICPAプロジェクト作成のPPPを、その他の国についてはICOPプロジ

ェクト作成のPPPを用いて国際比較可能な米ドルベースの産出額と中間投入額を求める 5。

さらに、産出額から中間投入額を引いて付加価値を算出し、各法人の常用従業者数で割る

ことによって、付加価値労働生産性を計測する 6

                                                   
5 ICPA による PPP の詳細は、Motohashi (2007)を参照のこと。ICPA では、エネルギー投入の PPP
と原材料投入の PPP とが公表されている。しかし、本稿では、ICPA で作成した産業別の産出 PPP
と各国の産業連関表を利用して、独自に中間投入 PPP を計算したものを利用した。つまり、ICPA
の PPP を利用した韓国、中国、台湾については、産出 PPP は ICPA プロジェクト提供のものを

利用し、中間投入 PPP については産出 PPP を基に計算したものを利用している。この中間投入

PPP は、日本経済研究センターにおける 2006 年度の研究プロジェクトにおいて作成されたもの

である。日本経済研究センターでの研究プロジェクトについては、日本経済研究センター編（2007）
にまとめられている。なお、その他の国については、WIOD で公表されている産出 PPP と中間

投入 PPP を利用した。 

。 

6 前節に挙げた先行研究で試みられているように、労働生産性だけでなく全要素生産性（TFP）
も計測することが望ましいかもしれない。しかし、海外現地法人の有形固定資産額は、2004 年

までは 3 年に 1 回の調査でしか聞いておらず、それ以降は調査されていない。そのため、TFP
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3.3 代表的な日系多国籍企業におけるグローバルな生産性推移 

 各企業の海外現地法人のパフォーマンスと国内本社企業のパフォーマンスを計測、比較

する。上記のとおり、PPP で国際比較可能な生産性水準を算出できる国は限られているため、

まずは、各法人の付加価値を単純に各国の GDP デフレータで実質化した値を用いて、日系

多国籍企業の地域別活動規模や生産性成長率を概観してみよう。実際、海外に現地法人を

所有する日本企業の数や各企業の所有する海外現地法人の数は趨勢的に増加しており、そ

れに伴って、国内親会社の付加価値や雇用者数の総計は、海外現地法人の付加価値や雇用

者数の総計と比べて相対的に減少傾向にある。こうした集計レベルの議論は、経済産業省

が毎年刊行している『企業活動基本調査報告書』や『我が国企業の海外事業活動』に譲り、

本稿では、比較的規模の大きな製造業の多国籍企業に絞り、その国内外の動向を概観する。

特に 2000 年代以降、中小企業の多国籍企業化も進展しているが、これらの新規多国籍企業

を除くことで、代表的多国籍企業の国内外の活動の推移を比較しようという意図である。 

 そこで、製造業の多国籍企業（上場企業に限定する）について、所有する海外現地法人

数が多い順にランク付けし、100 位までの企業をトップ 100 多国籍企業と定義する 7

なるべく分析期間中の全ての年についてデータが存在する企業について、時間を通じた変

化、推移を見ることが目的であるが、「海外事業活動調査」の回答率が比較的低いこともあ

り、完全なバランスパネルを作成できる企業数はかなり少なくなる。我々の選定したトッ

プ 100 社のうち、15 年間のすべての年のデータが取れる企業は 1 割程度である。そのため、

バランスパネルを作成できる企業に限定することはしなかった。しかし、トップ 100 社の

サンプル数の平均値は 7.8 個であり、平均でも、分析期間中の半分以上の年についてサンプ

ルが存在する企業を対象としている。 

。 

まず、トップ 100 社について、国内外の付加価値シェアの推移をみてみよう（表 1）。こ

こで、各法人の付加価値は下の式のように算出している。また、表 1 では、全世界の現地

法人を含むため、産業別PPPではなく、名目為替レートでドル表示した各法人の付加価値を

各国のGDPデフレータで実質化した数値を用いている 8

                                                                                                                                                     
を計測することは断念し、付加価値労働生産性のみを用いる。 

。 

7 トップ 100 多国籍企業の選定方法は次の通りである。まず、売上や諸費用に欠損がなく、付加

価値労働生産性を計算できる海外現地法人に限定し、親企業別に海外現地法人数を集計する。さ

らに、親企業別に、1996～2009 年の期間中の海外現地法人合計を算出し、その数が大きい順に

ランク付けをする。つまり、集計した期間合計の現地法人数が多い順に第 1 位から 100 位までを

トップ 100 多国籍企業と定義する。なお、東洋経済新報社『海外進出企業総覧』などで、海外現

地法人数のランキングが発表されている。本稿でランク付けしたランキングと東洋経済の 2011
年版ランキングとの相関は高く、その相関係数は約 0.7 であった。 
8 「企業活動基本調査」はもとより、「海外事業活動基本調査」もすべて金額は円表示となって

いる（海外現地法人については、各時点の名目為替レートで円表示に変換して報告させている）。

しかし、本稿では、PPP レートで国際比較可能な生産性水準を計測する際にドル表示しているた

め、名目為替レートでの生産性計測においても、ドル表示とした。そのため、ここでは、円表示

で報告されている金額を各年の名目為替レートでドル表示にしている。GDP デフレータは、世
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付加価値＝名目売上高－（売上原価＋販売費・一般管理費－給与総額） 

 

本稿では、付加価値に減価償却費を含めず純付加価値としているが、これは、海外現地

法人について、2007 年実績データ以降、減価償却費を調査しなくなってしまったためであ

る。表 1 は、各多国籍企業について、親会社と各地域の製造業・非製造業現地法人の付加

価値シェアを算出し、さらに、各年の平均シェアをまとめたものである。表 1 より、1996

年において、日本の主要な多国籍企業が世界で生み出す付加価値のうち、平均で 82％は親

会社が生み出しており、在アジアの製造業現地法人が 8％、在アジアの非製造業現地法人が

2％を生み出していることになる。2009 年においても、親会社の付加価値シェアの平均が

71％と大半を占めているものの、1990 年代後半から徐々にシェアは減少傾向であり、在ア

ジア製造業現地法人の付加価値シェアがわずかながら増加傾向であることが分かる。 

 一方、親会社と各地域の現地法人の雇用者数シェアをみると、1996 年において親会社の

シェアが平均 65％であったのに対し、2009 年には 50％にまで減少している（表 2）。つま

り、日本のトップ 100 多国籍企業において、雇用者数のうち半数は海外現地法人での雇用

ということになる。表 1 の親会社の付加価値シェアと表 2 の親会社の雇用者数シェアを比

較してみると、前者は 1996～2009 年の期間に 11％ポイントの減少、後者は同期間に 15％ポ

イントの減少である。このことから、親会社では、できるだけ高付加価値の生産に特化す

るなどして、雇用の相対的な減少に比べて付加価値の相対的な減少は小さく抑えていると

いえる。海外現地法人に目を向けると、雇用者数シェアは、アジアで大きく拡大している。

表 1 で在アジア現地法人（製造業＋非製造業）の付加価値シェアが 5％ポイントの増加にと

どまったのに対し、雇用者数シェアは 9％ポイント増加している。親会社に高付加価値生産

を残すのと対照的に、在アジア現地法人では、労働集約的な比較的低付加価値生産を拡大

してきたことがうかがえる。 

 

＜表 1、表 2 を挿入＞ 

 

次に、トップ 100 社のうち、比較的企業数の多い化学、一般機械、電気機械、輸送用機

械の 4 つの産業について、同様に地域別の付加価値シェアをまとめたのが表 3、地域別の雇

用者数シェアをまとめたのが表 4 である。各産業とも、年による変動はあるものの、親会

社のシェアが趨勢的に低下する一方、在アジア現地法人のシェアが上昇傾向であることは

共通している。しかし、付加価値でみて、電気機械と輸送用機械は親会社のシェアの減少

が比較的小さいのに対し、他の産業、特に一般機械では、親会社のシェアが大幅に減少し

                                                                                                                                                     
界銀行の World Development Indicators に収録のものを利用した。台湾については IMF の World 
Economic Outlook データベースに収録のものを利用した。GDP デフレータを用いて、付加価値

を 1997 年価格表示に実質化している。 
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ている。また、電気機械と輸送用機械では、雇用者数シェアの減少と比べて付加価値シェ

アの減少は小さいのに対し、化学と一般機械では雇用者数シェアの減少よりも付加価値シ

ェアの減少幅が大きい。これらのことからは、電気機械と輸送用機械では、国際分業体制

の構築により、親会社に比較的付加価値の高い部門を残してきたが、一般機械ではこうし

た傾向があまり顕著ではなかったといえるかもしれない。 

 

＜表 3、表 4 を挿入＞ 

 

では、トップ 100 企業の世界全体の生産性成長率と各地域の寄与度を見てみよう。ここで、

各企業について、世界全体の生産性成長率は各地域の法人の生産性成長率の加重平均（前

年の雇用者数シェアをウェイトとする）と定義する。したがって、各地域の前年の雇用者

数シェアに生産性成長率を掛けたものが各地域の寄与度となる。表 5 は、上記の表 1、表 3

と同様に、付加価値は名目為替レートでドル表示した各法人の付加価値を各国の GDP デフ

レータで実質化した数値を用いており、それを各法人の常用雇用者数で割ったものを付加

価値労働生産性と定義している。データの制約から、各法人の労働時間数や労働者の質の

違いなどは考慮していない。親会社の雇用者数シェアの大きさを反映し、多国籍企業の全

世界の生産性成長率に対する寄与度も、親会社の寄与が大きいことが分かる。 

生産性成長率は、年による変動が大きく、各地域の寄与度の推移を捉えにくい面がある。

そこで、各企業について、全世界での成長率を 100 とした場合の各地域の寄与率を求め、

さらに、期間平均の寄与率を求めてみた。その数値は表 5 の下部に記載したとおりである。

付加価値や雇用者数のシェアと比べて、生産性成長率への寄与という点では、在北米の現

地法人の貢献が非常に大きいことがわかる。ただし、後半期間では、リーマンショックの

影響も受けてか、在北米現地法人の生産性成長率への寄与は大幅に縮小し、代わって、在

アジア現地法人の寄与が大きくなっている。在ヨーロッパ現地法人は、全期間平均の生産

性成長率への寄与はマイナスであり、在ヨーロッパ現地法人の生産性の伸び悩みがうかが

える。表 6 は、主要産業別に寄与度の平均値を算出したものであるが、産業別にみると、

各地域の生産性成長寄与はかなり異なっている。例えば、化学や一般機械では、親会社の

寄与率が非常に大きいが、輸送用機械では親会社の寄与率が極めて小さい代わりに北米や

アジアの寄与率が高くなっている。産業別にみる場合、各年のサンプル数が減るために、

平均値の変動が大きくなり、全体の傾向をつかみづらくなることは否めない。しかし、表 6

より、世界全体の生産性成長率に対する各地域の寄与は、産業ごと、企業ごとに大きく異

なっており、個々の産業の特徴や企業のグローバル経営戦略とも関連していると考えられ

る。ただし、表 5 からわかるとおり、在アジアや在北米の現地法人の生産性向上が、代表

的な日系多国籍企業のグローバルな生産性成長に貢献している度合は比較的大きいが、そ

れでもなお、親会社の生産性成長が最も大きな要素である。日系多国籍企業のグローバル

な生産性成長にとって、親会社の貢献は依然として大きい。 
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＜表 5、表 6 を挿入＞ 

 

 

3.4 日系多国籍企業の親会社と海外現地法人との生産性水準の差 

 次に、産業別の PPP を入手可能な国かつ、日系現地法人が多く存在する国に限定し、国

際比較可能な労働生産性指標を用いて、親会社と現地法人の生産性水準を比較してみよう。

ここで、上述のように、産業別の PPP が入手できるのは、欧州諸国と米国、カナダ、日本、

韓国、中国、台湾に限られ、残念ながら東南アジア諸国など、多くの日系企業が進出して

いる国については、PPP が入手できない。そこで、日本、米国、韓国、中国、台湾に加えて、

カナダ、英国、ドイツ、フランス、オランダに対象国を絞った上、製造業に分類される親

会社と現地法人を対象に分析する。ここで、製造業に絞った主な理由は、非製造業業種に

ついても PPP が計測されているものの、特に各種サービス業については詳細に産業が分け

られておらず、信頼性の高い国際比較可能な生産性指標を計測できないと思われるからで

ある。 

このうち、現地法人数が比較的少ないカナダ、フランス、オランダを除いた各国につい

て、親会社と各国現地法人の労働生産性（対数値）の平均値の推移は図 1 と図 2 のとおり

である。図 1 は、すべての製造業について平均値を算出したものであり、図 2 は、機械産

業（一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械）について平均値を算出したものである 9

まず、図 1 より、親会社の労働生産性（対数値）は製造業平均で約 11 であり、これは実

数になおすと、1 人当たり約 6 万ドル（1997 年のドル価格）という数値になる。また、在

米国、在台湾の現地法人については、1990 年代は親会社と比較して、平均で 20～30％程度

生産性水準が低かったものの、2000 年代に入り親会社の生産性水準を 20～30％上回る水準

に達している。在韓国の現地法人についても、徐々に親会社の生産性水準に近づき、2008

年には、親会社の生産性水準を 30％程度上回る水準に達している。在中国現地法人につい

ては、生産性水準のキャッチアップは見られるものの、まだ他の現地法人と比較して格段

に低い。在英国現地法人の生産性水準は若干の上昇傾向がみられるものの、在ドイツ現地

法人の生産性は 2000 年代に入り低下傾向で、中国以外の他の国の現地法人の平均的な水準

を下回っている。明確な理由は分からないが、日系企業の欧州における利益率の低さとも

関連しているかもしれない。 

。 

図 2 は、機械産業について、各国の生産性推移をみたものであるが、機械産業に限れば

日本の親会社の生産性水準が最も高い状態が維持されている。ただし、在米国、在韓国の

現地法人による明らかな生産性キャッチアップが確認され、2009 年時点においては、親会

                                                   
9 親会社の生産性水準（対数値）の産業別平均値は付表 1 のとおりである。また、各国の現地法

人について、親会社の同じ産業の平均値に対する、労働生産性水準を現地法人の産業別に整理し

たものが付表 2 である。 
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社と在米国、在台湾、在韓国の現地法人の生産性水準はほとんど同じである。全製造業の

場合と同様に、在中国現地法人の生産性水準のキャッチアップは確認されるが、他国の現

地法人と比較して格段に低い。 

 

＜図 1、2 を挿入＞ 

 

第 1 節でも述べたように、本来、生産性水準を国際比較するためには、投入と産出の数

量（品質は同じとする）など、国際的に統一された単位で計測する必要がある。しかし、

データの制約上、投入数量と産出数量は得られないため、ここでは、金額表示された投入

と産出を、さらに単一の通貨ベースに変換して生産性を計測しているのである。各産業の

投入と産出のPPPレートを用いて通貨ベースを統一することの意味を再度考えてみよう。あ

る産業の産出物について、各国で同じ産出物を得るためには各国通貨でいくら支払う必要

があるかを考える。それに基づいて計測された為替レートがPPPレートである 10

しかし、本稿で用いている産業別の PPP レートはあくまでも産業平均的なものである。

ある企業がその産出の大半を輸出していたり、またはその投入の大半を輸入していたりす

る場合、こうした企業の産出物価格や投入物価格は自国の物価水準よりも輸出先国または

輸入元国の物価水準の影響を大きく受けるかもしれない。本稿の分析においては、各企業

の輸出や輸入の割合や輸出入の相手国などまで考慮した計測はできておらず、企業ごとの

輸出入状況の違いによる誤差を含む可能性があることには留意しなければならない。そこ

で、参考までに、名目為替レートでドルに変換した場合の各国法人の労働生産性推移を図

A1、図 A2 に示す。物価水準の高い国においては、PPP レートに比べて名目為替レートでみ

ると自国通貨が高く評価されるため、名目為替レートで計測した労働生産性水準は PPP レ

。つまり、

PPPレートを用いることは、各国の物価水準の差を考慮して、各国通貨の価値をモノの価値

に置き換えていることになる。例えば、日本におけるある産業の企業の産出額が 1 億円で

あった場合、これと全く同じモノを米国で産出した場合、その金額が何ドルになるか、と

いう数値を得ることになる。一方、投入についても同様に、同じ企業が 1 億円の産出をす

るために 5000 万円の中間投入を必要としたとする。投入のPPPレートでドルベースに変換

することは、全く同じ中間投入を米国で投入した場合、その金額が何ドルになるか、とい

う数値を得ることである。このように、各国通貨単位で表示された産出額と投入額をPPPレ

ートで単一の通貨単位、ドルに変換すれば、各国の物価水準の差を考慮した、実質的な産

出・投入が国際的に比較可能となる。そのため、生産性水準の国際比較において、名目為

替レートではなくPPPレートでの変換が望ましく、PPPレートを利用することによって物量

ベースの生産性に近い指標を得ることができる。 

                                                   
10 例えば、前述の ICPA プロジェクトでは、各国で似たような品目の単価を直接比較して求める

方法で PPP レートを計算しており、ある程度、同じ品質のものどうしを比較している。ただし、

完全に同一の品質の同一のモノを比較できているとはいえず、品質の違いに起因する誤差を含む

可能性があることは否めない。 
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ートによるそれよりも高くなる傾向がある。そのため、図 A1、図 A2 ともに、在英国、在

ドイツ現地法人の生産性水準は高く評価され、在韓国、在台湾現地法人の生産性水準は低

く評価される。その結果、図 1 では親会社の生産性水準を超えていた在台湾、在韓国現地

法人の生産性は、図 A1 では親会社よりもまだ格段に低いということになる。ただし、上に

も述べたように、名目為替レートで変換した労働生産性水準は各国の物価水準の差を含む

ため、実質的な生産性水準比較とはなっておらず、図 A1、図 A2 は参考程度にとどめてお

くべきである。もちろん、PPP レートを用いた図 1、図 2 にも大きな誤差が含まれているこ

とは否めず、数値の解釈には注意を要するが、実質的な生産性水準の国際比較には、PPP

レートで評価した数値を用いるのが望ましいと考える。 

 

＜図 A1、A2 を挿入＞ 

 

 

4．海外子会社の生産性キャッチアップの決定要因 

 

前節の図 1、図 2 より、在北米、在韓国、在台湾の現地法人においては、実質的に親会社

とほぼ同等またはそれ以上の生産性水準を達成していること、在中国現地法人では、親会

社の生産性水準に徐々にキャッチアップしているものの、まだその水準は格段に低いこと、

在ドイツ、在英国現地法人では生産性が低迷していることが観察された。 

では、各法人の生産性水準はどのような要因によって規定されるのであろうか。たとえ

ば、Bartelsman et al. (2008)では、国際間や企業間の生産性格差と生産性キャッチアップのメ

カニズムについて、まず世界のフロンティア企業が生産性を上昇させることにより、各国

のフロンティア企業がそれにキャッチアップしようと生産性を上昇させ、さらに各国のフ

ロンティア企業に他企業がキャッチアップしていくというメカニズムを想定している。こ

の考え方に従えば、多国籍企業の親会社が生産性を上げていくと、それに引っ張られるよ

うに各国現地法人の生産性も親企業にキャッチアップしていく、という過程が考えられる。

キャッチアップのスピードは、親企業からの pull の力（つまり、親の生産性）や、親企業

との生産性水準の格差、親子間の技術移転状況などによって規定されるだろう。たとえば、

第 2 節で挙げた Urata and Kawai (2000) や Belderbos et al. (2008) などでは親会社への依存度

が高い現地法人で生産性が高い傾向や、親会社からの技術移転が多いほど現地法人の生産

性成長率が高いことを見出しており、現地法人の生産性キャッチアップにおいて、親会社

との関係の強さは重要な要素であると考えられる。 

そこで、以下では、このようなキャッチアップメカニズムが働いているのかどうかを統

計的に分析する。 

 

4.1 分析のフレームワーク 
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Bartelsman et al. (2008) の分析方法に準拠して、子会社の生産性が親会社の生産性水準へ

キャッチアップするスピードとその決定要因を推定する。 

まず、企業 f の技術水準の変化は、当該企業内に蓄積された知識ストックと外部企業に蓄

積された知識ストックの変化によってもたらされると想定する。つまり、知識という財は

企業内・企業間で移動可能であり、また、知識の利用の排除可能性は弱く、同時に複数の

企業が同じ知識を利用することが可能である。また、ある企業が新技術を企業活動に利用

するには、その一部を公開せざるを得ないことが多い。たとえば、一つの完成品を製造す

るには、通常、数多くの企業が部品やソフトウェア開発などに関わることになり、新技術

を取り入れた製品を市場に供給するためには、関連する企業と技術情報の一部を共有する

ことになる。したがって、ある企業 f の生産性水準の変化は、以下のように表現することが

できる。 

( )ffff AAXfA _,,=∆                       （1） 

ここで、Xf は企業 f における知識創造活動への物理的なインプット、Af は企業 f の技術水準、

A_f は他企業の技術水準とする。式（1）でコブダグラス型の関数を仮定して対数を取ると、

以下のように書き直すことができる。 

( ) 









+−+=∆

f

f
fff A

A
AXA _

3321 lnlnlnln αααα            （2） 

上式で、α2=α3 とすれば、企業 f の技術水準の上昇は、他の企業と比べた企業 f の相対的な

技術水準に依存すると考えられる。ここで、企業 f をある多国籍企業の海外現地法人とし、

その親会社の生産性水準を A_fとすると、上式右辺の最後の項は、親会社とその海外現地法

人との生産性格差を表すことになる。つまり、ここでは、同一の多国籍企業グループに属

する親企業と海外現地法人との間で、何らかの知識の共有が行われており、技術のスピル

オーバーによって生産性のキャッチアップが起きると想定している。親会社の生産性水準

を Ap と書き変え、各海外現地法人の生産性水準から親会社の生産性水準までの距離（DTf）

を以下のように定義する。 

DTf=lnAp-lnAf   if lnAf<lnAp 

DTf=0, それ以外のケース  

 

現地法人の労働生産性水準（LPf）をその技術水準の代理変数と考えると、以下の式を推定

することにより、各現地法人の技術水準の向上スピードの決定要因を分析することができ

る。 

fttftftfft DTXLP εηµβα ++++=∆ −− 1,1,lnln              （3） 
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ここで、t は年を表し、μf は企業固定効果、ηt は年ダミーを表す。企業固定効果によって、

企業固有の属性が生産性成長に与える影響をコントロールしている。βは、親会社の技術水

準から牽引されて現地法人の技術水準が上がる効果を表している。もし、生産性水準が低

い現地法人の方が技術のスピルオーバーによる効果が大きいのであれば、βは正の値をとり、

低生産性の現地法人から親会社へのキャッチアップを確認することができる。 

 Xf は上記のとおり、知識創造活動への物理的なインプットであり、その代理変数として、

各現地法人の研究開発集約度（RDINT）や設備投資比率（INVSH）を想定し、正の係数を期

待する。現地法人の操業年数（AGE）、日本側出資比率（JPNSH）も現地法人の知識創造活

動を規定する要因と考え、説明変数に加える。操業年数が現地法人の知識の蓄積と比例す

るのであれば正の係数が期待されるが、より新しい現地法人の方がより最新鋭の機械設

備・生産システムを導入するといった傾向があるのであれば、操業年数の係数は負の値を

とるかもしれない。また、日本側出資比率が高い現地法人の方が親会社からの技術移転が

活発であるならば、正の係数が期待される。現地法人のその他の属性をコントロールする

変数として、輸出比率（EXP）、輸入比率（IMP）、同一ホスト国の同一産業に進出している

日系現地法人数（AGG：日系企業の集積の代理変数）を加える。さらに、輸出比率、輸入

比率については、売上のうち日本への輸出の比率（JPNEXP）と日本以外への輸出の比率

（OTHEXP）に分けた変数、仕入れのうち日本からの輸入の比率（JPNIMP）と日本以外か

らの輸入の比率（OTHIMP）に分けた変数も用意した。 

 上式（3）において、被説明変数は t－1 年から t 年の現地法人労働生産性成長率（LPGR_A）

とし、ダミー変数以外の説明変数は 1 期ラグをとって、t－1 年の変数を用いている。 

 

4.2 推定結果 

上記のモデルを、最小二乗法で推定した結果が表 7 の（1）式である。ここでは年ダミー

と産業ダミーを含むものの、現地法人レベルまたは親会社レベルの固定効果は考慮してい

ない。ただし、標準誤差は親会社レベルでクラスタリング調整している。（2）式は、（1）

式と同じモデルに、現地法人の国ダミーも加えた結果である。（3）式は、現地法人レベル

の固定効果を考慮し、固定効果モデルで推定した結果である。（4）、（5）式は、輸出入につ

いて、日本とそれ以外とを分けた変数を用いており、（4）式は国ダミーを含まず、（5）式

は国ダミーを含むという違いがある。なお、前節の第（2）式で、α2=α3 という制約をおい

て推定式を導出しているが、この制約をおかない形での推定も試みる。その場合、被説明

変数は、現地法人の生産性成長率ではなく生産性水準とし、説明変数として、親会社の生

産性水準までの距離（DT）ではなく、親会社の 1 期前の生産性水準と現地法人の 1 期前の

生産性水準とをそれぞれ考慮する。その推定結果は表 8 に示したとおりである。表 8 の（1）

式は、最小二乗法で推定した結果であり、（2）、（3）式は、ラグ付変数の内生性と固定効果

によるバイアスを考慮して、システム GMM で推定した結果である。ここでは操業年数と

年ダミー以外のすべてのラグ付変数について、2 年ラグ（2 式）ないし 3 年ラグ（3 式）を
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とった変数を操作変数としている。ただし、システム GMM の推定結果をみると、Sargan test 

と Hansen test は満たしているものの、AR2 テストの結果が有意水準 10％で有意であり、誤

差項の系列相関がまだ残っていることになる。つまり、誤差項の系列相関により 2 年ラグ

をとった操作変数は誤差項と相関してしまうため、3 年ラグをとった操作変数を用いた結果

を式（3）に示した。ただ、より高次のラグを設定しても結果に大きな違いは見られなかっ

た。 

表 7 の（1）～（5）式の結果より、親会社の生産性水準からの乖離（DT）の係数が正で

有意であり、親会社と比較して生産性が低い現地法人ほど親会社へのキャッチアップが確

認される。また、表 7、表 8 の多くの式において、輸出比率の係数は負で有意、輸入比率の

係数は正で有意であった。輸入中間財等に体化された技術により生産性が向上することを

示唆しているかもしれない。輸出比率が高い現地法人で生産性上昇率が低い点については、

明確な解釈は難しいが、輸出プラットフォーム型の現地法人においては、低コストでの低

付加価値製品の生産が行われており、生産性の上昇率が低いことを示唆しているのかもし

れない。日本向けの輸出とその他の輸出、日本からの輸入とその他の輸入と変数を分けて

推定してみたところ（表 7（4）式、（5）式）、輸出についてはどちらの変数も負で有意、輸

入については日本からの輸入が正で有意な係数が推定された。これらの結果も、日本から

の輸入中間財に体化された技術により生産性が向上すること、低コスト低付加価値の輸出

プラットフォーム型現地法人では労働生産性の上昇率が低いことを示唆していると考えら

れる。日本側出資比率、設備投資比率は表 7、表 8 のほとんどのケースで、正で統計的に有

意な係数が推定された。現地法人の固定効果を考慮した表 7（3）式や表 8（2）式では有意

な係数が推定されなかったが、表 8（3）式では日本側出資比率の係数は正で有意となって

いる。これらの結果から、日本側出資比率や設備投資比率の上昇が現地法人の生産性成長

率を向上させる、という頑健な結論は得られないものの、日本側出資比率や設備投資比率

の高さと生産性成長率の高さとの間には正の相関関係がありそうである。 

表 8 の推定結果より、親会社の生産性が高いほど、現地法人の生産性も高いことが示さ

れた。このことと、親会社の生産性へのキャッチアップが起きていることとを考え合わせ

ると、生産性の高い親会社を持つ海外現地法人は生産性のキャッチアップスピードが高く、

結果的により高い生産性水準を実現していると言えるのではないだろうか。また、日本か

らの輸入や日本側出資比率が現地法人の生産性と正の相関を持つ傾向も確認されることか

ら、現地法人の生産性キャッチアップ、ひいては企業全体の生産性向上において、親会社

の果たす役割は大きいといえる。つまり、親会社の pull の力が、企業全体のパフォーマン

ス向上に重要である。 

 

＜表 7、表 8 を挿入＞ 
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5．まとめと今後の課題 

 

 本稿では、製造業の日系多国籍企業について、親会社と海外現地法人のデータを接続し、

親会社と海外現地法人の生産性水準の比較分析を行った。生産性の成長率の国際比較は、

マクロレベルの分析を中心に多くの先行研究において試みられてきたが、生産性の水準を

国際比較可能な形で計測することは、非常に難しい。本稿では、産業別の産出と投入に関

する購買力平価（PPP）を利用し、日本の親会社と主要国の海外現地法人との付加価値労働

生産性水準を比較した。 

本稿の主な分析結果は以下のとおりである。まず、PPP を利用できない国も含め、主要な

多国籍企業（現地法人数で TOP100 社）について、すべての現地法人データと親会社のデー

タを接続したデータセットを用いて、国内外の付加価値や雇用シェアを概観した。付加価

値、雇用ともに親会社のシェアは趨勢的に低下しており、代わって在アジア現地法人のシ

ェアが拡大傾向にある。ただし、雇用シェアでは、アジアが 30 パーセントに達し、親会社

のシェアは 50～60 パーセント程度であるのに対し、付加価値でみれば、親会社のシェアは

最近年においても 70 パーセントを超えている。親会社の付加価値シェアは低下傾向ではあ

るものの、なるべく親会社に高付加価値部門を残し、国内親会社の付加価値水準を維持し

ようという傾向が示唆されるのではないだろうか。また、在アジア現地法人のシェアは増

加傾向が確認できるものの、その他の地域のシェアは、ほぼ横ばいでほとんど変化がみら

れない。つまり、日系多国籍企業は、ますますアジアに注力する傾向がみられ、他の地域

への拡大、分散傾向は明確にはみられない。 

さらに、国内外を合わせたグローバルな生産性成長率と、その地域別寄与度を企業別に

計測し、その年別・産業別平均値を算出した。その結果、親会社の付加価値シェアの大き

さを反映し、グローバル生産性成長率に対しては親会社の寄与が大きいことが確認された。

付加価値や雇用者数のシェアと比べて、生産性成長率への寄与という点では、在北米の現

地法人の貢献が非常に大きいが、分析期間の後半では、リーマンショックの影響も受けて

か、在北米現地法人の生産性成長率への寄与は大幅に縮小し、代わって、在アジア現地法

人の寄与が大きくなっている。在ヨーロッパ現地法人は、全期間平均の生産性成長率への

寄与はマイナスであり、在ヨーロッパ現地法人の生産性の伸び悩みがうかがえる。つまり、

日系多国籍企業のグローバルな生産性成長に対しては、在アジアや在北米の現地法人によ

る貢献が比較的大きいと推察される。 

PPPを用いて国際比較可能な生産性水準を計測したところ、在米国、台湾、韓国、中国の

現地法人については、明らかな生産性水準の向上が確認された。機械産業に限定すれば、

日本の親会社の平均的な生産性水準は海外現地法人のそれを上回っているものの、2000 年

代に入り、これら諸国の現地法人の生産性水準との差は急速に縮まっている。また、全て

の製造業の平均値でみると、在米国、台湾の現地法人の平均的な生産性水準は 2003～2004

年ごろに親会社の水準を上回り、また、在韓国の現地法人の平均的な生産性水準も 2008 年
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には親会社の水準に到達、2009 年には親会社を上回っている。ただし、在中国現地法人に

ついては、親会社の水準へのキャッチアップは確認されるものの、まだその水準は親会社

と比べて格段に低い 11

では、こうした現地法人の生産性キャッチアップは、どのような要因によって規定され

るのだろうか。そして、多国籍企業全体のパフォーマンスに対してどのような意味を持つ

のであろうか。現地法人レベルのデータを利用して回帰分析を行った結果から、親会社と

比べて生産性水準の低い現地法人ほど生産性キャッチアップのスピードが速いことが示さ

れ、親会社から現地法人への技術スピルオーバー効果が示唆される。また、親会社の生産

性が高い方が、現地法人の生産性も高くなる傾向が確認された。これらの結果から、親会

社がより高い生産性を実現すれば、現地法人もその生産性水準にキャッチアップしていく

可能性が高く、結果的に多国籍企業全体の生産性も向上していくことが示唆される。この

結果を投資ホスト国の観点から見れば、生産性の高い親企業からの投資を誘致できれば、

その親企業から現地法人への生産性スピルオーバーの効果が期待できるといえるだろう。

一方、多国籍企業にとっては、企業全体の生産性向上のためにも、親会社の生産性向上が

重要であるといえる。 

。 

本稿の分析から、付加価値や雇用のシェアが少しずつ海外（特にアジア）へ移行してい

る上に、在米国、韓国、台湾、中国の現地法人を中心に、生産性の顕著な上昇がみられた。

この結果は、企業レベルでみれば、生産性の伸びの大きいところに生産がシフトしていく

ことで、企業全体の生産性向上につながるため望ましい、と解釈できるかもしれない。た

だし、本稿第 4 節の分析結果は、親会社からのスピルオーバーによって現地法人の生産性

が向上するという pull の力の存在も確認され、現地法人が生産性向上を継続していくため

には、親会社自身の生産性向上が一つの重要な要素となることが示唆される。このことか

ら、より生産性成長率の高い現地法人へ資源をシフトするという、いわば reallocation によ

って企業全体の生産性向上を目指すと同時に、親会社自身の生産性向上も怠ってはならな

いといえるだろう。しかし、本稿図 1、図 2 などをみると、親会社の平均的な生産性水準は

2003 年ごろから横ばいで近年は低下傾向である。このまま、親会社の生産性低迷が続く場

合、親会社の pull の力が弱まり、現地法人の生産性キャッチアップも小さくなっていく可

能性がある。当面は、生産性の高い現地法人へ生産をシフトすることによって、企業全体

                                                   
11 多国籍企業のグローバルなパフォーマンスを評価する際に、利益をどこで生んでいるか、と

いう視点も重要であると考えられる。しかし、本稿では生産性水準の国際比較に焦点を当ててお

り、利益指標については分析対象外とした。利益指標は生産性指標以上に景気変動の影響を大き

く受け、変動が大きく、統計的分析が難しい面があるが、理論的には効率的な資源配分によって

効率的な生産を行うことは利益最大化につながるため、生産性と利益率には正の相関関係がある

と予測される。利益に関する詳細な分析は、第 2 節でも挙げた、Sakakibara and Yamawaki (2008) や
Ito and Fukao (2010) などを参照されたい。ただし、経済産業省が公表している『海外事業活動基

本調査』の結果概要によれば、日系企業は平均的に北米、アジアで利益の多くを稼ぎ、在ヨーロ

ッパ現地法人の利益は低迷している傾向がみられる。これは、本稿の生産性水準とその推移に関

する結果と整合的ともいえるだろう。 



 

19 
 

のパフォーマンスを維持できるかもしれないが、このような reallocation は、大企業の内部

での「産業空洞化」のような現象を加速し、最終的には現地法人も含めた企業全体のパフ

ォーマンスに悪影響を及ぼす可能性もある。こうした問題に対して、日本国内で法人税を

削減するなどの対策によって国内の雇用や生産規模を維持しつつ、新技術や新分野を開拓

してより付加価値の高い生産を実現することが重要と言えるかもしれない。 

 本稿では、データの制約から、他の国の代表的多国籍企業との比較や日系企業のプレゼ

ンスの大きい東南アジアを含めた国際比較分析ができなかった。また、本稿では、現地法

人の生産性キャッチアップ過程において、親会社からの pull を中心に考慮し、現地のフロ

ンティア企業からのスピルオーバーを受ける可能性については考慮していない。これも、

各国のフロンティア企業の生産性水準を計測するデータを入手できない、という制約によ

るが、何らかの方法で、今後は現地のフロンティア企業からの pull についても考慮できる

と望ましいだろう。特に先進国などで現地の優れた企業からのスピルオーバー効果により

現地法人のパフォーマンスが向上し、さらにはその多国籍企業全体のパフォーマンス向上

につながるのであれば、そのような国に生産をシフトしていくことは企業レベルの利潤最

大化に大きく貢献する可能性がある。今後の課題として、これらの方向へ分析を拡張して

いくこと、また、現地法人の生産性キャッチアップが、多国籍企業のグローバルな競争力

にどの程度の大きさで貢献していくのか、といった点をより明確に分析していくことが挙

げられる。 
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表 1．TOP100 多国籍企業の地域別付加価値シェア 

 
 

 

表 2．TOP100 多国籍企業の地域別雇用者数シェア 

 
 

 

  

年次 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 98,757 82% 8% 2% 6% 3% 4% 3% 1% 1%
1997 85,613 79% 8% 2% 8% 4% 4% 3% 2% 1%
1998 80,783 77% 7% 2% 9% 5% 6% 4% 1% 1%
1999 86,041 79% 7% 2% 9% 5% 5% 3% 2% 1%
2000 97,763 79% 7% 2% 9% 5% 4% 3% 1% 1%
2001 75,257 78% 8% 2% 8% 5% 5% 3% 1% 1%
2002 80,432 74% 9% 2% 9% 6% 5% 4% 1% 1%
2003 93,460 75% 9% 2% 8% 5% 6% 4% 1% 1%
2004 103,329 75% 9% 2% 8% 4% 6% 4% 1% 1%
2005 98,614 74% 10% 2% 8% 4% 6% 4% 2% 1%
2006 105,978 71% 11% 2% 8% 4% 7% 4% 1% 1%
2007 113,847 70% 11% 3% 8% 5% 6% 5% 2% 1%
2008 85,295 68% 11% 3% 10% 5% 5% 6% 2% 2%
2009 81,535 71% 12% 3% 9% 4% 4% 5% 2% 1%

（注）上の数値は、各企業における地域別シェアを算出した後で、全企業のシェアの平均値をとったものである。
そのため、各年のシェアの合計値が100パーセントにはならない。

付加価値合
計の平均値
（万ドル）

アジア 北米 ヨーロッパ その他

年次 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 12,833 65% 26% 2% 9% 3% 5% 2% 3% 1%
1997 12,316 63% 25% 2% 9% 3% 5% 3% 3% 1%
1998 13,146 62% 24% 2% 9% 4% 6% 3% 2% 1%
1999 13,619 58% 28% 1% 10% 3% 5% 3% 3% 1%
2000 14,194 55% 31% 2% 11% 3% 6% 3% 2% 1%
2001 12,961 54% 31% 2% 9% 3% 7% 3% 3% 1%
2002 13,475 51% 34% 2% 9% 4% 7% 3% 2% 1%
2003 14,272 51% 33% 2% 9% 4% 7% 3% 3% 1%
2004 15,111 50% 35% 2% 8% 3% 8% 3% 3% 1%
2005 14,946 49% 36% 2% 8% 4% 7% 3% 4% 1%
2006 15,864 47% 35% 2% 8% 3% 8% 3% 4% 1%
2007 16,564 46% 36% 3% 8% 4% 7% 3% 4% 1%
2008 14,862 48% 35% 3% 7% 4% 7% 3% 4% 2%
2009 14,980 50% 34% 3% 7% 3% 6% 3% 4% 2%

（注）上の数値は、各企業における地域別シェアを算出した後で、全企業のシェアの平均値をとったものである。

そのため、各年のシェアの合計値が100パーセントにはならない。

雇用者数合
計の平均値

（人）

アジア 北米 ヨーロッパ その他
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表 3．TOP100 多国籍企業の地域別付加価値シェア：主要産業別 

 
 

 
 

（パネル a）化学産業
年次 親会社 親会社

企業数 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 56,242 8 89% 7% 1% 2% 1% 5% 1% 0% .
1997 49,994 9 85% 9% 0% 3% 1% 5% 0% . .
1998 53,507 6 91% 3% 0% 3% 0% 5% 1% . .
1999 73,935 7 87% 5% 0% 9% 0% 6% 0% 0% .
2000 78,941 8 89% 5% 0% 9% 1% 4% 0% 0% .
2001 93,715 10 83% 8% 0% 12% 1% 4% 0% 0% .
2002 103,313 12 81% 8% 0% 12% 1% 4% 1% 1% .
2003 113,914 12 74% 9% 1% 9% 1% 10% 0% 0% 0%
2004 118,843 11 77% 10% 1% 7% 1% 9% 0% 2% 0%
2005 98,833 14 78% 12% 1% 5% 0% 9% 0% 1% 0%
2006 90,578 15 76% 11% 3% 4% 1% 9% 2% 1% 0%
2007 72,715 7 77% 11% 1% 6% 2% 6% 1% . .
2008 61,773 7 76% 8% 2% 12% 1% 4% 1% . .
2009 55,841 10 77% 11% 1% 9% 0% 4% 1% 0% 0%

付加価値合
計の平均値
（万ドル）

アジア 北米 ヨーロッパ その他

（パネル b）一般機械産業
年次 親会社 親会社

企業数 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 128,835 8 88% 2% 1% 4% 2% 4% 2% 1% 0%
1997 86,961 11 84% 4% 1% 7% 2% 5% 2% 1% 0%
1998 48,107 9 78% 4% 2% 7% 2% 6% 5% 1% 1%
1999 52,785 10 82% 2% 2% 6% 2% 6% 3% 1% 0%
2000 57,384 12 83% 3% 2% 6% 2% 5% 3% 1% 0%
2001 53,045 9 80% 4% 3% 6% 3% 5% 3% 1% 1%
2002 53,737 10 75% 3% 5% 8% 5% 6% 4% 1% 1%
2003 48,658 10 80% 4% 3% 5% 3% 9% 4% 1% 0%
2004 87,730 12 77% 4% 2% 10% 3% 8% 4% 0% 0%
2005 66,887 11 77% 6% 2% 8% 3% 5% 4% 0% 1%
2006 76,563 9 73% 6% 3% 8% 4% 7% 6% 2% 1%
2007 94,496 8 68% 7% 4% 8% 4% 11% 8% 2% 0%
2008 63,009 7 57% 8% 3% 24% 4% 6% 9% 1% 2%
2009 55,014 5 56% 7% 2% 27% 4% 4% 9% 1% 3%

付加価値合
計の平均値
（万ドル）

アジア 北米 ヨーロッパ その他
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（パネル c）電気機械産業
年次 親会社 親会社

企業数 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 70,694 30 77% 10% 3% 7% 4% 4% 4% 1% 1%
1997 67,947 28 75% 11% 3% 6% 6% 5% 5% 1% 1%
1998 72,628 23 75% 11% 3% 4% 7% 6% 5% 0% 1%
1999 82,054 25 76% 10% 3% 8% 6% 3% 4% 0% 1%
2000 102,405 33 79% 10% 2% 6% 6% 3% 3% 0% 1%
2001 61,932 32 76% 9% 3% 7% 5% 7% 5% 1% 1%
2002 65,073 33 73% 10% 3% 9% 8% 6% 4% 1% 1%
2003 76,309 33 72% 12% 3% 8% 7% 5% 5% 1% 2%
2004 85,317 28 73% 12% 2% 6% 4% 7% 4% 0% 1%
2005 84,547 26 70% 14% 4% 8% 5% 6% 4% 0% 1%
2006 80,030 30 70% 13% 4% 9% 4% 7% 4% 1% 1%
2007 100,945 26 71% 13% 4% 5% 4% 9% 4% 1% 1%
2008 65,182 19 74% 12% 5% 6% 4% 4% 3% 0% 2%
2009 75,127 20 72% 14% 5% 6% 4% 4% 3% 0% 1%

付加価値合
計の平均値
（万ドル）

アジア 北米 ヨーロッパ その他

（パネル d）輸送用機械産業
年次 親会社 親会社

企業数 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 158,810 16 78% 11% 2% 11% 3% 2% 2% 2% 0%
1997 139,327 16 78% 5% 1% 12% 4% 3% 1% 4% 1%
1998 149,434 14 75% 4% 0% 15% 6% 3% 2% 2% 1%
1999 137,193 17 77% 4% 0% 14% 7% 2% 1% 2% 1%
2000 149,042 18 76% 4% 1% 15% 6% 2% 1% 1% 1%
2001 144,841 17 78% 6% 0% 13% 6% 2% 1% 1% 0%
2002 154,287 18 73% 7% 0% 14% 5% 3% 2% 1% 1%
2003 168,234 19 73% 8% 0% 12% 6% 4% 2% 1% 1%
2004 146,933 19 73% 9% 0% 12% 5% 4% 2% 1% 1%
2005 163,137 15 73% 10% 0% 11% 2% 3% 2% 1% 1%
2006 210,608 21 68% 11% 0% 11% 4% 4% 3% 1% 1%
2007 223,599 19 67% 10% 1% 13% 6% 4% 2% 1% 1%
2008 150,844 17 59% 17% 2% 9% 4% 5% 9% 2% 1%
2009 143,974 19 71% 12% 2% 7% 3% 4% 6% 1% 1%

付加価値合
計の平均値
（万ドル）

アジア 北米 ヨーロッパ その他
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表 4．TOP100 多国籍企業の地域別雇用者数シェア：主要産業別 

 

 

 

 

（パネル a）化学産業
年次 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 4,645 75% 22% 1% 4% 0% 6% 1% 1% .
1997 5,356 72% 23% 0% 4% 0% 4% 0% . .
1998 5,021 79% 13% 0% 4% 0% 7% 1% . .
1999 5,248 73% 20% 0% 9% 0% 7% 1% 1% .
2000 4,827 70% 22% 0% 10% 0% 8% 1% 2% .
2001 5,795 62% 29% 1% 11% 1% 7% 0% 0% .
2002 6,466 60% 29% 1% 11% 0% 7% 0% 2% .
2003 7,840 54% 27% 1% 11% 0% 12% 1% 0% 0%
2004 7,891 59% 25% 2% 9% 0% 11% 0% 1% 0%
2005 7,315 59% 28% 1% 9% 0% 11% 0% 2% 0%
2006 7,381 60% 27% 2% 5% 1% 10% 1% 1% 0%
2007 6,867 58% 26% 2% 8% 0% 8% 0% . .
2008 6,633 55% 26% 3% 10% 3% 9% 1% . .
2009 6,594 57% 29% 2% 9% 0% 7% 1% 3% 0%

雇用者数合
計の平均値

（人）

アジア 北米 ヨーロッパ その他

（パネル b）一般機械産業
年次 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 12,176 75% 12% 3% 5% 1% 8% 2% 3% 1%
1997 10,474 70% 16% 2% 9% 1% 7% 2% 3% 0%
1998 7,805 61% 14% 2% 8% 9% 8% 2% 3% 2%
1999 8,017 69% 11% 3% 9% 2% 8% 3% 2% 1%
2000 7,392 68% 12% 3% 9% 2% 9% 4% 3% 1%
2001 7,471 67% 10% 4% 8% 2% 11% 5% 1% 2%
2002 7,002 65% 10% 4% 10% 4% 9% 5% 2% 1%
2003 6,136 68% 12% 4% 7% 2% 10% 5% 4% 2%
2004 9,113 61% 19% 4% 10% 2% 12% 3% 2% 1%
2005 6,929 58% 23% 3% 9% 3% 9% 3% 2% 1%
2006 7,337 55% 25% 2% 9% 2% 9% 3% 4% 2%
2007 8,881 50% 31% 3% 9% 2% 10% 3% 3% 2%
2008 5,942 45% 34% 2% 15% 4% 8% 3% 3% 2%
2009 6,708 46% 24% 7% 16% 5% 5% 5% 3% 2%

雇用者数合
計の平均

アジア 北米 ヨーロッパ その他
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（パネル c）電気機械産業
年次 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 11,533 59% 30% 2% 9% 3% 5% 3% 4% 1%
1997 11,776 57% 32% 2% 9% 3% 6% 3% 5% 1%
1998 13,432 62% 29% 2% 5% 3% 6% 3% 1% 1%
1999 14,873 54% 36% 2% 11% 3% 3% 3% 1% 1%
2000 15,058 51% 41% 2% 7% 3% 4% 3% 0% 1%
2001 14,005 50% 36% 2% 9% 3% 8% 4% 1% 1%
2002 14,413 48% 39% 3% 8% 4% 6% 3% 1% 1%
2003 21,063 45% 44% 2% 7% 3% 6% 3% 1% 1%
2004 22,554 43% 44% 3% 6% 3% 7% 3% 1% 1%
2005 15,338 41% 46% 3% 8% 3% 7% 3% 1% 2%
2006 14,844 41% 43% 4% 9% 3% 8% 2% 1% 2%
2007 18,193 43% 41% 4% 8% 3% 9% 2% 2% 2%
2008 13,518 50% 36% 5% 6% 4% 4% 2% 1% 4%
2009 16,778 47% 39% 5% 6% 3% 4% 2% 2% 2%

雇用者数合
計の平均

アジア 北米 ヨーロッパ その他

（パネル d）輸送用機械産業
年次 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 21,142 68% 20% 1% 13% 1% 4% 1% 4% 0%
1997 22,004 66% 17% 1% 14% 1% 3% 1% 5% 1%
1998 23,837 64% 18% 0% 15% 2% 4% 1% 4% 1%
1999 20,678 65% 17% 0% 15% 2% 3% 1% 4% 0%
2000 21,247 58% 19% 3% 18% 2% 4% 1% 3% 1%
2001 20,437 56% 25% 0% 17% 2% 4% 1% 4% 1%
2002 21,233 53% 26% 0% 16% 2% 6% 2% 3% 1%
2003 21,596 52% 26% 1% 15% 2% 7% 1% 3% 1%
2004 20,262 50% 32% 0% 12% 2% 7% 1% 4% 1%
2005 21,331 52% 31% 0% 9% 2% 6% 1% 4% 1%
2006 26,656 47% 32% 0% 11% 1% 6% 1% 3% 1%
2007 29,458 45% 33% 0% 12% 2% 7% 1% 4% 1%
2008 29,838 48% 36% 1% 9% 1% 7% 1% 2% 1%
2009 22,011 53% 32% 3% 7% 1% 6% 2% 3% 1%

雇用者数合
計の平均

アジア 北米 ヨーロッパ その他
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表 5．TOP100 多国籍企業のグローバル生産性成長率と地域別寄与度：TOP100 企業平均、

年成長率（％） 

 

 

 

  

年次 世界 親会社
製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業

1996 24.40 8.45 8.87 0.81 4.52 3.53 1.79 3.14 7.99 0.51
1997 8.20 0.16 4.94 -0.02 2.76 1.94 1.22 0.38 0.90 0.52
1998 -1.13 -7.52 4.47 0.09 2.21 0.28 0.62 0.54 0.93 0.26
1999 8.39 5.09 0.94 1.58 1.11 0.23 0.90 -0.59 0.77 1.73
2000 17.23 11.47 2.83 1.12 1.31 3.30 -0.13 0.20 -0.15 -0.13
2001 0.24 -9.38 3.23 0.75 2.50 5.72 1.80 1.06 1.33 0.23
2002 23.99 7.18 4.40 4.17 4.11 7.65 2.27 2.10 7.71 0.36
2003 13.83 5.90 3.52 0.75 1.53 0.79 2.40 0.88 -0.08 2.30
2004 14.67 4.30 2.66 0.98 5.22 1.31 1.89 1.30 3.90 0.13
2005 6.96 -0.41 1.94 1.47 4.66 0.06 1.23 0.30 1.13 0.53
2006 9.24 3.21 1.52 1.55 1.79 1.36 1.46 0.81 0.17 0.01
2007 12.21 -0.66 3.33 3.11 6.55 0.73 1.33 1.70 1.10 0.11
2008 -21.22 -25.62 1.51 1.01 4.91 -0.21 -0.95 -0.90 0.37 -0.27
2009 3.62 -0.03 2.60 0.62 0.40 0.80 1.33 -1.42 0.07 -0.11

平均寄与率
1996-2009 100% 70% 22% -5% 18% 14% -4% -8% -5% 7%
1996-2002 100% 72% 18% -12% 34% 20% -8% -19% -11% 10%
2002-2009 100% 67% 26% 0% 3% 8% -1% 2% 1% 4%

アジア 北米 ヨーロッパ その他

（注）上の数値は、各企業におけるグローバル生産性成長率と各地域別寄与度を算出した後で、全企業の平均値を
とったものである。そのため、各年の寄与度の合計値が世界全体の成長率とは一致しない。
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表 6．TOP100 多国籍企業のグローバル生産性成長率と地域別寄与度：主要産業別平均、年

成長率（％） 

 
 

 
 

（パネル a）化学産業
年次 世界 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 13.37 8.35 2.33 0.41 0.67 1.34 3.04 -0.01 -0.13 .
1997 0.75 -4.75 3.77 -0.04 1.18 0.69 2.99 0.04 . .
1998 -1.96 -0.35 -0.75 -0.01 0.45 0.10 -1.84 0.03 . .
1999 20.42 12.92 0.78 0.02 13.49 0.06 1.38 0.08 -0.06 .
2000 5.83 7.54 -0.53 0.13 -1.89 0.30 -1.08 -0.02 -0.03 .
2001 -4.48 -4.80 -0.02 0.01 -0.26 0.21 0.41 0.08 0.00 .
2002 23.89 12.97 0.99 0.08 4.98 1.59 3.12 11.29 . .
2003 12.94 10.38 3.37 0.06 -1.16 -0.02 0.42 -0.29 0.51 0.06
2004 12.69 2.94 1.37 0.08 7.43 8.45 -0.92 0.42 -0.15 -0.04
2005 2.26 -3.58 1.57 0.09 -1.49 1.12 6.30 -0.22 0.04 0.01
2006 13.08 -0.62 3.28 6.58 0.97 0.37 6.02 0.48 0.01 1.59
2007 14.35 7.55 4.55 0.11 0.78 -0.04 1.56 0.31 . .
2008 -26.52 -21.34 -2.06 -0.75 -1.21 -0.31 -1.81 -0.11 . .
2009 4.79 -1.19 0.20 -0.32 -1.20 0.31 9.96 -0.19 -0.07 .

平均寄与率
1996-2009 100% 134% -2% -47% 9% 2% -21% 1% 6% 4%

アジア 北米 ヨーロッパ その他

（パネル b）一般機械産業
年次 世界 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 34.46 7.42 0.96 0.00 2.56 2.27 0.52 0.27 46.06 0.02
1997 -2.29 -5.09 0.26 0.08 1.82 0.10 0.32 2.45 -0.04 0.09
1998 -3.50 -16.88 14.14 0.17 0.32 -0.74 1.78 0.71 1.59 0.05
1999 2.92 2.26 -0.47 1.61 -2.11 2.66 -0.04 -0.57 -0.08 -0.13
2000 24.06 23.68 -0.21 0.39 0.69 0.29 -0.31 -0.38 -0.18 0.02
2001 37.62 -6.68 18.00 -0.45 0.08 28.93 -0.22 -0.57 0.07 0.28
2002 22.44 3.01 0.20 8.72 4.13 5.59 3.41 2.88 0.30 0.32
2003 16.38 8.65 1.94 -0.62 4.96 -0.95 3.94 0.64 0.59 0.08
2004 47.47 18.27 0.88 0.81 24.72 0.27 14.21 1.67 0.26 0.20
2005 2.46 -1.69 1.61 0.59 3.79 -1.23 1.66 0.20 0.45 0.20
2006 18.80 6.87 0.63 3.43 1.17 4.04 4.32 2.23 -0.16 0.12
2007 -6.47 -8.22 -1.09 0.76 0.37 -0.72 0.82 2.68 0.29 0.08
2008 30.31 -20.10 40.35 0.96 31.83 -1.79 -0.95 -2.51 -0.78 -0.35
2009 -15.92 -15.19 -1.20 -0.30 2.69 -0.09 -0.50 -1.42 0.14 -0.35

平均寄与率
1996-2009 100% 112% 1% 12% -23% 3% -3% -5% 3% 0%

アジア 北米 ヨーロッパ その他
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（パネル c）電気機械産業
年次 世界 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 24.90 8.28 13.89 0.65 2.45 2.04 1.59 1.81 -0.56 0.61
1997 11.63 3.48 5.82 0.12 0.78 2.73 1.06 0.63 -0.06 0.20
1998 1.19 -8.95 10.42 -0.59 -0.03 0.29 1.04 0.32 -0.04 -0.17
1999 13.18 9.31 -0.06 -0.11 0.64 -0.91 5.89 -0.82 -0.06 6.72
2000 23.48 16.81 0.79 1.07 2.72 7.53 -0.48 -0.27 0.42 -0.03
2001 -14.69 -19.62 2.82 -0.19 -0.34 1.22 0.78 2.97 0.00 -0.05
2002 36.07 9.54 7.02 11.56 3.33 22.10 1.53 0.41 2.45 0.18
2003 14.86 3.52 7.15 2.01 -0.70 0.18 1.65 1.16 -0.06 8.65
2004 20.43 8.01 8.03 1.70 0.69 1.56 2.78 0.70 -0.01 -0.02
2005 5.45 -1.34 1.97 5.18 2.63 0.15 -0.51 0.35 0.17 0.33
2006 9.34 7.06 0.53 0.46 1.64 0.44 -0.13 0.40 0.53 0.17
2007 6.19 -1.77 6.91 0.57 -1.10 -0.09 2.04 0.30 0.11 -0.13
2008 -36.69 -31.66 -1.70 -1.41 -1.03 -1.11 -1.06 -0.42 -0.11 -1.23
2009 9.85 -2.09 10.20 1.24 -1.21 1.33 1.13 -0.90 -0.03 0.75

平均寄与率
1996-2009 100% 82% 6% 4% 8% 6% -3% 0% -3% 21%

アジア 北米 ヨーロッパ その他

（パネル d）輸送用機械産業
年次 世界 親会社

製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業 製造業 非製造業
1996 40.02 8.02 14.71 3.11 14.60 8.20 0.53 10.25 0.68 0.48
1997 3.56 -0.11 -0.98 -0.57 1.96 0.94 2.06 -0.33 2.79 1.29
1998 2.10 -0.83 -1.09 0.00 1.61 2.54 0.18 1.04 0.10 1.12
1999 1.49 -0.54 2.02 3.80 -0.65 -1.19 -0.15 -0.29 -0.51 1.11
2000 11.61 8.28 4.33 0.41 -0.93 0.22 -0.74 0.05 -0.09 -0.18
2001 21.72 6.04 6.63 0.10 8.77 2.03 0.40 0.32 1.49 0.05
2002 22.61 9.46 1.75 0.21 8.80 -0.89 5.09 0.88 2.33 0.17
2003 12.83 3.31 3.96 0.96 0.88 1.23 4.10 0.52 -0.23 0.83
2004 -2.90 -4.03 -0.49 0.18 1.22 0.19 -0.20 0.50 0.36 0.36
2005 25.42 6.66 4.33 0.44 17.25 -0.04 -0.15 -0.08 1.52 0.07
2006 3.87 -1.21 1.05 0.11 1.51 1.80 1.19 0.60 0.23 -0.04
2007 12.59 1.31 0.51 0.56 8.97 2.11 0.12 0.38 0.23 0.29
2008 -41.31 -38.59 -2.41 0.00 -1.83 2.94 -0.61 -1.11 1.01 -0.35
2009 15.43 11.79 1.98 1.26 2.25 1.14 -0.57 -2.45 0.31 -0.20

平均寄与率
1996-2009 100% 6% 21% 3% 104% -11% 4% 4% -24% 6%

アジア 北米 ヨーロッパ その他
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表 7. 推定結果 

 
 

(3)
OLS OLS FE OLS OLS

DTt-1 0.2637 *** 0.2991 *** 0.7695 *** 0.2641 *** 0.2992 ***
(0.015) (0.016) (0.036) (0.015) (0.016) 

AGEt -0.0002 -0.0036 *** -0.0250 ** -0.0001 -0.0036 ***
(0.001) (0.001) (0.011) (0.001) (0.001) 

JPNSHt-1 0.0018 *** 0.0011 ** -0.0003 0.0018 *** 0.0011 **
(0.000) (0.001) (0.002) (0.000) (0.001) 

INVSHt-1 0.0531 *** 0.0556 *** -0.0037 0.0525 *** 0.0554 ***
(0.016) (0.018) (0.007) (0.016) (0.018) 

RDINTt-1 0.0395 0.0176 -0.0319 0.0379 0.0162
(0.108) (0.093) (0.067) (0.108) (0.093) 

EXPt-1 -0.0022 *** -0.0015 *** -0.0011
(0.000) (0.000) (0.001) 

JPNEXPt-1 -0.0021 *** -0.0014 ***
(0.000) (0.000) 

OTHEXPt-1 -0.0022 *** -0.0015 ***
(0.000) (0.000) 

IMPt-1 0.0008 *** 0.0009 *** 0.0005
(0.000) (0.000) (0.001) 

JPNIMPt-1 0.0009 *** 0.0009 ***
(0.000) (0.000) 

OTHIMPt-1 0.0005 0.0008
(0.000) (0.000) 

AGGt-1 0.0000 0.0001 -0.0009 *** 0.0000 0.0001
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) 

cons -0.5813 *** -0.4415 *** -0.2296 -0.5795 *** -0.4383 ***
(0.116) (0.124) (0.317) (0.119) (0.126) 

年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes
産業ダミー Yes Yes No Yes Yes
国ダミー No Yes No No Yes

No. of obs. 8014 8014 8014 8014 8014
F value 20.09 *** 17.89 *** 49.39 *** 19.05 *** 17.20 ***
R-squared 0.1307 0.1464 0.3206 0.1309 0.1465

注）（１）～（5）式の標準誤差は、親会社レベルでクラスタリング調整したもの。

**、***は有意水準5％、1％で有意であることを示す。

(5)

LPGR_AtLPGR_At LPGR_At LPGR_At

(1) (2) (4)

LPGR_At
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表 8. 推定結果：被説明変数を現地法人の生産性水準とした場合 

 
  

OLS GMM GMM

LP_At-1 0.7622 *** 0.5295 *** 0.5679 ***
(0.012) (0.048) (0.050) 

LP_Pt-1 0.0667 *** 0.0977 *** 0.0960 **
(0.016) (0.033) (0.039) 

AGEt -0.0043 *** 0.0040 ** 0.0040 *
(0.001) (0.002) (0.002) 

JPNSHt-1 0.0014 *** 0.0007 0.0091 **
(0.000) (0.002) (0.004) 

INVSHt-1 0.0583 *** -0.1314 0.3716
(0.016) (0.207) (0.258) 

RDINTt-1 0.0287 0.1331 -0.1339
(0.095) (0.241) (0.206) 

EXPt-1 -0.0014 *** -0.0034 ** -0.0017
(0.000) (0.001) (0.002) 

IMPt-1 0.0012 *** 0.0027 *** 0.0029 **
(0.000) (0.001) (0.001) 

AGGt-1 0.0004 ** 0.0000 0.0001
(0.000) (0.000) (0.000) 

_cons 1.6684 *** 3.8199 *** 2.5464 ***
(0.244) (0.551) (0.648) 

年ダミー Yes Yes Yes
産業ダミー Yes No No
国ダミー Yes No No
AR1 0.000 *** 0.000 ***
AR2 0.074 * 0.079 *
Sargan test 0.446 0.611
Hansen test 0.552 0.415

No. of obs. 8014 8014 8014
No. of affiliates 3128 3128 3128
F value 320.91 *** 35.67 *** 35.89 ***
R-squared 0.7228 - -

注）（１）式の標準誤差は、親会社レベルでクラスタリング調整したもの。

（2）式は、2期ラグ変数を操作変数とし、（3）式は3期ラグ変数を操作変数とした。

**、***は有意水準5％、1％で有意であることを示す。

LP_AtLP_At LP_At

(1) (2) (3)
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図 1．各法人の労働生産性推移（地域別平均値：全製造業） 

 

 

図 2．各法人の労働生産性推移（地域別平均値：機械産業） 
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図 A1．各法人の労働生産性推移（地域別平均値：全製造業）：名目為替レート 

 

 

 

図 A2．各法人の労働生産性推移（地域別平均値：機械産業）：名目為替レート 
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付表 1．親会社の労働生産性の業種別平均値（1 人あたり米ドル額の対数値）：PPP で変換 

 

 

 

付表 2．親会社の労働生産性平均値に対する各地域現地法人の生産性水準 

 
 

親会社の労働生産性（1人あたり米ドル額の対数値）

産業

企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値
3 食料品 33 10.19 37 10.24 33 10.22 36 8.05
4 繊維 22 11.17 28 11.07 29 11.23 50 10.11
5 パルプ・紙 10 11.15 10 11.38 10 11.38 22 10.09
6 化学 88 11.77 95 11.54 79 11.14 X X
8 窯業・土石製品 13 11.23 17 11.39 13 11.51 25 10.14
9 一次金属 40 11.55 46 11.68 31 10.49 3 11.56
10 金属製品 23 11.18 27 11.14 22 10.30 4 11.94
11 一般機械 90 11.36 97 11.75 82 12.11 219 11.96
12 電気機械 127 11.20 151 12.05 126 12.66 247 12.61
13 輸送用機械 95 11.25 112 11.43 103 11.73 168 11.26
14 精密機械 33 11.25 43 11.92 40 12.54 87 12.46
15 その他の製造業 68 10.62 72 10.63 62 10.92 60 11.08

662 11.21 742 11.50 641 11.64 937 11.66

（注）企業数が3未満の箇所については、秘匿値（X）とした。

1996 2000 2004 2008

全産業

（a）親会社の労働生産性と在米国現地法人の労働生産性との乖離（1人あたり米ドル額の対数値）

産業

企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値
3 食料品 26 0.26 18 0.01 11 -0.67 17 2.21
4 繊維 4 0.42 6 0.25 10 -0.60 14 1.11
5 パルプ・紙 4 -0.80 3 -0.85 9 -0.69 10 1.08
6 化学 62 -0.27 70 -0.10 71 0.43 X X
8 窯業・土石製品 12 -0.25 11 0.14 8 -0.08 8 1.78
9 一次金属 42 -0.24 46 -0.92 27 0.70 4 0.07
10 金属製品 19 -0.44 12 -0.48 7 0.43 10 -0.30
11 一般機械 93 -0.33 79 -0.86 75 -0.62 128 -0.06
12 電気機械 134 -0.34 176 0.37 114 -0.25 170 0.18
13 輸送用機械 114 -0.34 135 -0.73 140 -0.68 199 0.09
14 精密機械 26 -0.88 46 -0.29 38 -0.43 50 -0.02
15 その他の製造業 52 0.27 56 0.25 51 0.83 41 0.76

600 -0.25 666 -0.15 580 -0.08 673 0.27

1996 2000 2004 2008

全産業
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（b）親会社の労働生産性と在中国現地法人の労働生産性との乖離（1人あたり米ドル額の対数値）

産業

企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値
3 食料品 16 -1.76 29 -0.27 28 -0.11 28 1.45
4 繊維 20 -1.68 33 -1.00 41 -1.20 59 0.41
5 パルプ・紙 3 -1.03 12 -1.59 16 -1.98 30 -0.42
6 化学 9 -2.77 29 -2.85 30 -2.69 X X
8 窯業・土石製品 X X X X X X 8 -0.30
9 一次金属 7 -2.92 35 -2.90 27 -0.96 5 -1.83
10 金属製品 7 -2.05 11 -0.76 9 -0.11 15 -1.41
11 一般機械 21 -2.96 43 -1.58 53 -1.88 179 -1.71
12 電気機械 84 -1.28 139 -1.45 182 -1.82 347 -1.75
13 輸送用機械 23 -3.37 27 -2.95 29 -3.40 112 -2.20
14 精密機械 16 -1.16 25 -1.60 33 -2.29 67 -2.20
15 その他の製造業 18 -0.56 24 -0.19 32 -0.32 57 -0.73

231 -1.86 412 -1.52 525 -1.42 938 -1.33

1996 2000 2004 2008

全産業

（c）親会社の労働生産性と在台湾現地法人の労働生産性との乖離（1人あたり米ドル額の対数値）

産業

企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値
3 食料品 9 0.17 12 0.46 5 0.15 3 1.79
4 繊維 X X X X X X 4 -0.20
5 パルプ・紙 X X 3 -1.79 X X X X
6 化学 31 -0.86 42 -0.15 33 0.82 0 .
8 窯業・土石製品 3 -0.72 9 -0.65 12 -0.43 9 1.07
9 一次金属 8 -0.88 14 -0.44 6 0.34 0 .
10 金属製品 5 -0.56 5 -0.48 3 0.19 X X
11 一般機械 21 0.76 31 0.13 19 0.42 32 0.29
12 電気機械 50 -0.18 71 -0.20 56 -0.39 72 -0.33
13 輸送用機械 8 -1.21 23 -2.49 6 -2.96 11 -1.61
14 精密機械 4 -0.46 6 -0.75 9 -0.63 12 -1.00
15 その他の製造業 5 -0.87 6 -0.48 8 -0.06 14 1.27

152 -0.27 226 -0.30 173 0.15 167 0.18

1996 2000 2004 2008

全産業

（d）親会社の労働生産性と在韓国現地法人の労働生産性との乖離（1人あたり米ドル額の対数値）

産業

企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値
3 食料品 3 0.09 3 0.80 X X 0 .
4 繊維 0 . 4 -2.62 X X X X
5 パルプ・紙 0 . 0 . 0 . 0 .
6 化学 15 -1.48 24 -0.79 19 -0.18 0 .
8 窯業・土石製品 4 -0.66 3 -0.45 0 . 3 0.54
9 一次金属 3 -1.98 6 -1.27 X X X X
10 金属製品 6 0.08 6 -0.44 3 0.71 X X
11 一般機械 9 0.20 20 -0.41 9 0.23 32 0.37
12 電気機械 46 -0.92 52 -0.99 46 -1.21 52 -0.76
13 輸送用機械 15 -1.81 27 -0.98 25 -0.90 21 -0.43
14 精密機械 X X 6 -0.92 7 -1.50 10 -0.97
15 その他の製造業 8 -0.69 5 -0.91 X X 7 -0.23

118 -0.92 160 -0.70 119 -0.38 135 -0.01

1996 2000 2004 2008

全産業
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（注 1）上の表の数値は、各地域の労働生産性の業種別平均値（対数値）から親会社の労働

生産性の業種別平均値（対数値）を引いたものである。 

（注 2）企業数が 3 未満の箇所については、秘匿値（X）とした。 

 

 

 

 

（e）親会社の労働生産性と在ドイツ現地法人の労働生産性との乖離（1人あたり米ドル額の対数値）

産業

企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値
3 食料品 0 . X X 3 1.36 X X
4 繊維 0 . 0 . 0 . 0 .
5 パルプ・紙 3 0.22 X X X X X X
6 化学 17 1.20 27 1.36 25 1.52 0 .
8 窯業・土石製品 X X X X 0 . X X
9 一次金属 6 -0.16 5 -0.12 X X 0 .
10 金属製品 3 -0.15 3 -1.07 0 . X X
11 一般機械 25 -0.11 26 -0.41 18 -1.02 32 -1.51
12 電気機械 16 -0.23 24 -0.76 19 -2.16 21 -1.43
13 輸送用機械 4 0.47 4 0.18 X X 3 0.03
14 精密機械 9 0.42 12 -1.20 14 -2.25 17 -1.61
15 その他の製造業 12 1.69 13 2.39 10 0.96 10 0.46

99 0.50 120 0.35 101 -0.27 92 -0.79

1996 2000 2004 2008

全産業

（f）親会社の労働生産性と在英国現地法人の労働生産性との乖離（1人あたり米ドル額の対数値）

産業

企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値 企業数 平均値
3 食料品 X X X X X X 0 .
4 繊維 0 . X X X X 0 .
5 パルプ・紙 X X 0 . 0 . X X
6 化学 8 -0.21 12 0.23 12 0.85 X X
8 窯業・土石製品 X X X X 0 . X X
9 一次金属 7 -1.25 3 -2.51 0 . 0 .
10 金属製品 3 -0.47 4 -1.43 X X X X
11 一般機械 23 0.43 22 -0.44 18 -0.50 25 0.05
12 電気機械 18 -1.99 14 -1.53 20 -2.05 32 -1.64
13 輸送用機械 X X 5 -1.57 4 -2.80 4 -1.89
14 精密機械 5 -1.01 9 -2.03 10 -1.79 13 -1.82
15 その他の製造業 10 1.31 12 1.24 15 1.06 9 -0.10

80 -0.39 87 -0.62 90 -0.47 93 -0.54

1996 2000 2004 2008

全産業
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